別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費　　　
	事業名:初任者研修事業費（任意） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　教育委員会　教育研修課　基本研修係　電話番号：058-271-3326
　　　　　　　E-mail：c17781@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：23,691千円（前年度予算額：27,283千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　幼稚園並びに特別支援学校の幼稚部（以下「幼稚園等」）、養護教諭、栄養教諭、小中学校並びに高等学校、特別支援学校の新任教諭に対して、教育公務員特例法第２３条の規定と理念に基づいた教員研修制度による事業を実施します。
	２　所要経費


	区　　分
	Ｈ２４年
	Ｈ２５年

	小中高特
	26,127
	22,793

	幼稚園
	121
	111

	養護教諭
	699
	653

	栄養教諭
	336
	134

	合　計
	27,283
	23,691


（単位：千円）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	27,283
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	27,283

	要求額
	23,691
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,691

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　新任教員に対して、教育公務員特例法第２３条の規定（任命権者は採用の日から１年間の教諭の職務の遂行に必要な事項に関する実践的な研修を行わなければならない）や理念に基づき、現職教育の一環として一年間の研修を実施することで、実践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させるために実施します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研修受講率

	100％
（H21）
	100％
（H22）
	100％
（H23）
	100％
（H24）
	100％
（H25）
	100％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）研修日数等（平成２４年度）

　　　小中高特（校内研修１８０時間、校外研修２０日間）

　　　幼稚園（園内研修１０日間、園外研修１０日）

（２）初任者研修受講者数（平成２３年度）
　　　幼稚園（１０４人）、小学校（２２０人）、中学校（１５２人）
高等学校（１２７人）、特別支援学校（４８人）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　教科指導力や学級経営力を高める研修を充実したことにより、研修者一人一人が自信をもって児童・生徒に確かな指導をすることができるようになっている。
　また、社会人としてのマナー、発達障がいの理解と対応、情報セキュリティー、メンタルマネジメントなど、幅広く教員としての資質を身に付ける研修プログラムを設定することで、教員としての資質向上を図っている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　児童・生徒の「生きる力」を育む教育の充実を図る上で、教員の資質向上は不可欠なものであり、特に、若手教員の育成に係る本事業の果たす役割は大である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　教員としての職務を遂行する上で、専門性を高める校外研修に加え、日々の実践の中で、教師としての資質を磨く研修を充実することで、児童・生徒に確かな教育を実施することができる指導力を身に付けている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　研修を充実することと、研修の負担を軽減するために、テレビ会議システムを活用したり、研修内容を精選したりするなど、研修の質を確保しつつ、実施方法の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　今後、教員の大量退職及びこれに伴う大量採用という状況に対して、若手教員の育成としての研修を充実することは、さらに重要な課題となる。
　新規採用から６年目までの若手教員の研修を充実させることを視野に入れ、初任者研修の充実を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　教育公務員特例法第２３条の規定や理念に基づき、実践的指導力・使命感を養うとともに、幅広い知見を得させるための研修として充実を図る。


